
⑫防災組織

令和８年３月



令和８年２月１日現在

区　分

消防(局)本部名

福 井 市 357 17 3 4 4 11 1 54 980 1 52 9,620 862

大 野 市 55 4 1 1 4 1 8 438 10 20 625 253

勝 山 市 36 3 1 0 3 1 12 288 2 11 437 203

永 平 寺 町 38 3 3 1 11 390 10 10 157 258

嶺 北 消 防 組 合 204 5 5 2 4 8 2 33 714 33 6 6,251 989

鯖江・丹生消防組合 134 6 1 1 1 7 2 33 564 33 3 3,493 878

南 越 消 防 組 合 152 6 4 2 2 8 3 33 792 11 26 2,541 703

敦賀美方消防組合 148 6 3 1 2 6 3 16 725 20 36 3 1,337 214

若 狭 消 防 組 合 128 7 3 1 1 6 4 33 958 9 38 46 1,093 529

計 1,252 54 23 12 15 56 18 233 5,849 129 202 49 25,554 4,889

消　　防　　力　　の　　現　　状

消防本部・署 消防団 消防水利

消　防
吏員数
（人）

普通消防
ポンプ

自動車数
（台）

水槽付消
防ポンプ
自動車数
（台）

はしご
自動車
（台）

化学消防
自動車
（台）

救　急
自動車
（台）

消火栓
（公設）

防火水槽
（公設、４０
㌧以上）

消防団数 分団数
消　防
団員数
（人）

普通消防
ポンプ

自動車数
（台）

小型動力
ポンプ付
積載車
（台）

小型動力
ポンプ
（台）
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組織率（カバー率）

①Ｂ／Ａ（％）

福 井 市 108,654 106,907 1,194 98.4

敦 賀 市 29,241 27,302 89 93.4

小 浜 市 12,211 11,109 117 91.0

大 野 市 11,601 11,121 172 95.9

勝 山 市 6,929 6,869 118 99.1

鯖 江 市 26,221 26,155 160 99.7

あ わ ら 市 10,499 9,916 112 94.4

越 前 市 32,562 32,360 239 99.4

坂 井 市 33,810 25,447 328 75.3

永 平 寺 町 6,645 6,645 97 100.0

池 田 町 875 702 19 80.2

南 越 前 町 3,334 2,943 72 88.3

越 前 町 7,267 5,853 90 80.5

美 浜 町 3,600 2,827 24 78.5

高 浜 町 4,291 3,459 44 80.6

お お い 町 3,285 2,457 49 74.8

若 狭 町 4,930 4,614 86 93.6

合計・平均 305,955 286,686 3,010 93.7

自主防災組織の現況（令和7年4月1日現在）

管内世帯数
（Ａ）

自主防災組織が組織され
ている地域の世帯数

（Ｂ）

自主防災
組織数
（Ｃ）

（注）管内世帯数（Ａ）は、「住民基本台帳に基づく人口、世帯数調べ(令和7年4月1日現在）」に基づく
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福 井 県 防 災 航 空 事 務 所                

 

１ 目 的 

  近年の社会構造の変化に伴い、大規模化、広域化、多様化する災害に対応するため、｢防災ヘリ

コプター｣を有効に活用し防災体制の充実を図る。 

  また、あわせて｢福井県防災航空事務所｣を設け、防災ヘリコプターの安全で円滑な運航と航空防

災体制の確立を図る。 

 

２ 設置時期 

  平成８年１０月１日（消防職員の派遣配置および防災航空隊設置も同日） 

  なお、防災ヘリコプターの運航は、平成９年度から行っている。 

 

３ 組 織 

  防災ヘリコプターの運航を機動的に行うため、消防保安課の出先機関として防災航空隊を配置し

た｢福井県防災航空事務所｣を設置している。福井県防災航空事務所は、所長および防災航空隊員（消

防防災活動を行う消防職員）ならびにヘリコプターの運航管理業務を行う委託業者により構成する。 

 

４ 業務内容（福井県行政組織規則第 39 条の 20） 

（１）防災ヘリコプターによる防災のための活動に関すること。 

（２）防災ヘリコプターによる消防の応援のための活動に関すること。 

（３）防災ヘリコプターの維持管理に関すること。 

（４）（１）または（２）に掲げる活動に必要な資材、機材等の維持管理に関すること。 

（５）臨時のヘリポートの確保に関すること。 

（６）その他、防災ヘリコプターの運航に関すること。 

 

５ 運航内容 

 （１）救急活動        …山村からの救急患者搬送、傷病者発生地への医師等の搬送 

                 および医療機材等の輸送 

 （２）救助活動        …河川・海等での水難事故における捜索・救助 

（３）災害応急対策活動    …地震・豪雨・豪雪災害等の状況把握、被災地等への物資・ 

                 医療品等の緊急輸送および応援要員・医師等の搬送 

 （４）火災防御活動      …林野火災等における空中からの消火活動、火災における情 

                 報収集・伝達・住民への避難誘導等の広報 

 （５）広域災害応援活動    …近隣県等への航空消防防災応援協定による相互応援協力 

 （６）災害予防活動      …災害危険箇所等の調査、各種防災訓練等への参加、住民へ 

                 の災害予防の広報 

 （７）一般行政活動      …県政の広報・啓発活動・各種行政調査活動、空中撮影 
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Ⅱ-1 

防災ヘリコプター「ブルーアロー」の運航体制 

 

１ 運航基地 

 

  ヘリコプターの運航基地は「福井県防災航空事務所」とする。 

 

 

２ 組織 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 職員 数 

所 長 

航 空 隊 委 託 会 社 

事務補助者 
隊長 副隊長 隊員 操縦担当 整備担当 

運航管理 

担 当 

１名 １名 ２名 ５名 ２名 ３名 １名 １名 

運航総括者 

（防災安全部⾧） 

運航監督者 

（消防保安課⾧） 

運航管理責任者 

（防災航空事務所⾧） 

防 災 航 空 隊 

（各消防本部から派遣） 

 

隊 長 

 

副隊長 

 

隊 員 

委託会社 

（業務委託） 

 

操縦担当 

 

整備担当 

 

運航管理担当 

運航安全管理者 

（運航管理が兼務） 
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福井県防災ヘリコプター運航管理要綱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福井県 

 

令和５年５月２２日 
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福井県防災ヘリコプター運航管理要綱 

 
 
目 次 

 第１章   総  則      （第 １ 条－第 ３ 条） 

 第２章   運航体制      （第 ４ 条－第１５条） 

 第３章   運航管理      （第１６条－第２５条） 

 第４章   安全管理等     （第２６条－第２７条） 

 第５章   教育訓練      （第２８条－第３３条） 

第６章   航空消防活動    （第３４条－第３７条） 

 第７章   航空機事故防止対策等（第３８条）  

 第８章   相互応援協定等   （第３９条－第４０条） 

 第９章   雑  則      （第４１条－第４２条） 

 附 則 

 

 

第１章 総 則 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、福井県防災ヘリコプター（以下「航空機」という。）             の運航管理等

について必要な事項を定めることにより、航空機の安全かつ効果的な運用を図ることを

目的とする。 

 

（他法令との関係） 

第２条 航空機の運航管理については、航空法（昭和２７年法律第２３１号。以下「法」

という。）、消防防災ヘリコプターの運航に関する基準（令和元年消防庁告示第４号。以

下「基準」という。）に規定するもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（用語の定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれの当該各号に定め

るところによる。 

（１）航空機等 航空機、航空機用装備品、防災業務活動用装備品等をいう。 

（２）航空隊員 航空機に搭乗し航空消防活動に従事する福井県防災航空事務所（以下「防

災航空事務所」という。）の職員をいう。 

（３）自隊訓練 航空隊員の基本技術および応用技術の習得を図るため、独自で行う訓練

をいう。 

（４）運航計画 航空機を効率的に運航するため、航空消防活動について定める飛行計画

をいう。 

（５）委託業者 県が航空機の操縦、整備点検等の運航管理業務を委託する運航業者をい

う。 

（６）航空消防活動指揮者 航空機に搭乗して運航を指揮する者をいう。（以下「運航指揮
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者」という。） 

（７）航空消防活動従事者 航空機に乗り組んでその運航又は航空消防活動に従事する者

をいう。（以下「活動従事者」という。） 

（８）操縦士 航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）第二十八条の規定により航空

機を操縦することができる航空従事者（定期運送用操縦士又は事業用操縦士の資格に

ついての技能証明を有する者に限る）をいう。 

 

 

第２章 運航体制 

 

（運航基地） 

第４条 航空機の運航基地は、防災航空事務所とする。 

 

（運航総括者） 

第５条 航空機の運航の総括は、防災安全部長（以下「運航総括者」という。）が行う。 

 

（運航監督者） 

第６条 航空機の運航の監督は、消防保安課長（以下「運航監督者」という。）が行う。 

 

（運航管理責任者および運航安全管理者） 

第７条 福井県防災航空隊（以下「航空隊」という。）の指揮監督、航空機等の維持管理等

航空機の運航管理に関する事務は防災航空事務所長（以下「運航管理責任者」という。）

が掌理する。 

２ 航空隊に、運航安全管理者を置く。 

３ 運航安全管理者は委託業者の運航管理担当者がその職務を兼務し、航空隊の運航の安

全を確保する観点から、航空消防活動従事者、機長その他の関係者に対して航空機の運

航、防災業務の実施に関する助言を地上から行うものとする。 

また、隊長もしくは副隊長を通じて、航空隊員の健康管理に努めるとともに、運航管

理責任者が実施する教育訓練等の立案に対する助言およびこれらの業務に必要な調査

研究等を行うものとする。 

 

（航空隊の設置） 

第８条 防災航空事務所に航空隊を置く。 

２ 航空隊は、航空機に搭乗し、直接防災業務に従事する。 

３ 航空隊に、隊長、副隊長および隊員を置く。 

 

（隊長の任務） 

第９条 隊長は、運航管理責任者の指揮を受け、副隊長および隊員を指揮監督し、防災 

 業務の安全かつ効果的な遂行に努めなければならない。 

２ 隊長は、運航管理責任者に事故あるときはその職務を代行する。 

 

（副隊長の任務） 
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第１０条 副隊長は、運航管理責任者の指揮を受け、隊長を補佐し、隊長に事故あるとき 

 はその職務を代行する。 

 

（隊員の任務） 

第１１条 隊員は、隊長および副隊長の指揮を受け、航空機の性能と災害等の状況に即応 

 した航空消防活動の遂行に努めなければならない。 

２ 隊員は、防災業務の遂行に当たっては十分安全を確認するとともに関係法令等を 

 遵守し、所期の目的を達成するよう努めなければならない。 

 

（航空機に搭乗する者の指名） 

第１２条 運航管理責任者は、航空機を運航する場合には、搭乗する活動従事者を指名す

るとともに、運航目的、任務等を明示して当該運航の責任体制を明確にしなければなら

ない。 

 

（運航指揮者） 

第１３条 運航指揮者は、隊長をもって充てる。ただし、隊長が航空機に搭乗しない場合

には、運航管理責任者が航空機に搭乗する航空隊員の中から運航指揮者を指名する。 

 

（２名操縦士体制） 

第１４条 航空消防活動を行う航空機には、操縦士２名を乗り組ませるものとする。 

２ 運航管理責任者は、前項の操縦士のうち１名を機長に、他の１名を副操縦士に指定す

るものとする。 

３ 副操縦士は、機長が行う操縦の補助及び周囲の監視を行うとともに、機長に事故があ

るときは、機長に代わってその職務を行うものとする。 

 

（操縦士の乗務要件） 

第１５条 乗務要件については、次のとおりとする。 

（１）機長 

ア １，０００時間の機長時間、うち５００時間は回転翼機の機長時間 

イ ５００時間の実施する運航と類似した運航環境における飛行時間 

「類似した環境」とは海、山、交通量の多い都会などの地形学的な特徴が類似し

た運航環境をいう。 

ウ ５０時間の当該型式の飛行時間 

エ ５０回の吊下揚収運航経験 

（２）副操縦士 

ア 回転翼事業用操縦士技能証明及び乗務機の型式限定 

イ 第一種航空身体検査証 

ウ 航空特殊無線技士または航空無線通信士 

エ 特定操縦技能審査技能証明書 

（３）基準第７条２項に規定する機長の乗務要件 
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  第３３条第１項第１号に定める乗務要件・訓練審査プログラムの要件を満たすもの 

 

 

第３章 運航管理 

 

（運航する航空機等） 

第１６条 運航監督者は、法第２３条および法第２５条の規定に基づく技能証明書を有す 

る委託会社の整備士による整備点検を受けなければ、航空機を航空の用に供してはなら

ない。 

２ 運航管理責任者は、航空機等を適正に管理し、その性能を最大限発揮することができ

る状態にしておかなければならない。 

 

（運航範囲） 

第１７条 航空機は、次の各号に掲げる活動で、航空機の特性を十分に活用することがで 

 き、かつその必要性が認められる場合に運航するものとする。 

（１）救急活動 

  ア 山村等からの救急患者の搬送 

     山村等の交通遠隔地から緊急に傷病者の搬送を行う必要がある場合で、救急車

で搬送するよりも著しく有効であると認められる場合 

  イ 傷病者発生地への医師の搬送および医療機材等の輸送 

     山村等の交通遠隔地において緊急医療を行うため、医師、機材等を搬送する必

要があると認められる場合 

  ウ 高度医療機関のない地域からの傷病者の転院搬送 

     遠隔地へ緊急に転院搬送を行う場合で、医師がその必要性を認め、かつ医師が

搭乗できる場合 

  エ その他救急活動上、特に航空機による活動が有効と認められる場合 

（２）救助活動 

  ア 河川、海等での水難事故、山岳遭難事故等における捜索または救助 

     水難事故および山岳遭難事故等において、現地の消防力だけでは対応できない

と認められる場合 

  イ 中高層建築物火災における救助 

     中高層建築物火災において、地上からの救出が困難で屋上からの救出が必要と

認められる場合 

  ウ 山崩れ等の災害により、陸上から接近することができない被災者等の救助 

     大雨、山崩れ等により陸上からの救助が不可能で、かつ救助が緊急に必要と認

められる場合 

  エ 高速道路および自動車専用道路での事故における救助 

     高速道路および自動車専用道路での事故で、救急車による収容、搬送が困難と

認められる場合 

  オ その他救助活動上、特に航空機による活動が有効と認められる場合 

（３）災害応急対策活動 

  ア 被災状況調査および情報収集活動等 

     地震、台風、豪雨、津波等の自然災害または事故災害（以下「災害等」という）

が発生もしくは発生するおそれがある場合で、広範囲にわたる被災 
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     状況調査および情報収集活動を行うとともに、その状況を監視する必要がある 

と認められる場合 

  イ 食料、衣料その他生活必需品および復旧資機材等の救援物資、人員等の輸送等 

     災害等が発生し、または発生するおそれがある場合で、食料、衣料その他生活

必需品および復旧資機材等の救援物資、医薬品、人員等を緊急に輸送または搬送

する必要があると認められる場合 

  ウ 災害に関する情報、警報等の伝達広報活動 

     災害等が発生し、または発生するおそれがある場合で、災害に関する情報およ

び避難命令等の警報、警告等を迅速かつ正確に伝達広報するため必要があると認

められる場合 

  エ その他災害応急対策活動上、特に航空機による活動が有効と認められる場合 

（４）火災防御活動 

  ア 林野火災等における空中からの消火活動 

     地上における活動では消火が困難であり、航空機による消火の必要があると認

められる場合 

  イ 被害状況調査および情報収集活動 

     大規模火災等が発生し、広範囲にわたる被害状況調査および情報収集活動を行

う必要があると認められる場合 

  ウ 人員および消防資機材等の輸送等 

     大規模火災等において、人員および消防資機材等の輸送等が困難な場合または

航空機による輸送等が有効と認められる場合 

  エ その他火災防御活動上、特に航空機による活動が有効と認められる場合 

（５）広域災害応援活動 

    県が締結している他府県市等との災害応援協定による相互応援 

（６）災害予防活動 

    ア 災害危険箇所等の調査 

    イ 住民への災害予防の広報 

（７）防災訓練等参加 

（８）自隊訓練 

（９）一般行政活動 

（１０）その他運航総括者および運航監督者が必要と認める活動 

２ 航空機の運航は、原則として午前８時３０分から午後５時１５分までとする。 

ただし、日の出から日没までの間における緊急運航の場合はこの限りではない。 

 

 

（運航計画等） 

第１８条 運航管理責任者は、防災業務、自隊訓練等を適正かつ円滑に行うため、福井県

防災ヘリコプター年間運航計画（様式第１号）、福井県防災ヘリコプター月間運航計画

（様式第２号）および年間教育訓練等基本計画（様式第４号）、を定め、運航監督者に報

告しなければならない。 

 

（緊急運航） 

第１９条 第１７条第１項第１号から第５号までに規定する運航（以下「緊急運航」とい 

う。）は、前条に規定する運航計画に基づく運航（以下「通常運航」という。）に優先す

る。 
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２ 運航管理責任者は、航空機の通常運航中に緊急運航を要する事態が生じた場合には、 

直ちに緊急運航に移行する旨を運航指揮者に指示しなければならない。 

３ 運航管理責任者は、緊急運航の要請があった場合には、直ちに運航監督者にその内容 

および出動の有無を報告しなければならない。 

 

（緊急運航の要請） 

第２０条 緊急運航の要請は、福井県防災ヘリコプター応援協定に基づき、災害等が発生

した市町および消防の一部事務組合（以下「市町等」という。）  の長が運航管理責任者

に対してこれを行う。 

２ 市町等は、緊急運航の要請基準に該当しそうな事例が発生した場合は、要請の要否に

かかわらず、すみやかに運航管理責任者に連絡するよう努めるものとする。 

３ 運航管理責任者は、緊急を要し、市町等の長による要請を待ついとまがないと認めら 

れる場合には、当該要請を待たずに緊急運航を行うことができる。 

 

（緊急運航の決定） 

第２１条 運航管理責任者は、前条第１項の要請を受けた場合には、災害等の状況および

現場の気象状況等を確認の上、出動の可否を決定し、隊長に必要な指示をするとともに

要請者にその旨を回答しなければならない。 

２ 運航管理責任者は、前項の可否を決定するに当たっての手順について別途定めるもの

とする。 

３ 隊長は、前項第１項で要請を受けた場合には、直ちに要請内容に対応する出動体制を

整えなければならない。 

 

（緊急運航に伴う報告） 

第２２条 運航指揮者は、緊急運航を終了した場合には、すみやかに活動の内容を運航管 

理責任者に報告するものとする。 

２ 緊急運航を要請した市町等の長は、災害等が収束した場合、その旨を運航管理責任 

者に報告するものとする。 

３ 運航管理責任者は、緊急運航を行ったときは、すみやかに運航監督者に報告しなけ 

ればならない。 

 

（情報連絡および報告） 

第２３条 運航指揮者は、航空機の搭乗中に得た重要な情報等について、運航管理責任者 

に報告しなければならない。 

２ 運航指揮者は、航空機に搭乗し業務を終了したときは、運航状況等について飛行報 

告書（様式第３号）を作成し、運航管理責任者に報告しなければならない。 

 

（飛行場外離着陸場） 

第２４条 運航監督者は、市町と協議し、防災業務を円滑に遂行するため、法第７９条た

だし書の規定に基づく飛行場外離着陸場を定めなければならない。 

２ 運航管理責任者は、前項の飛行場外離着陸場を適宜調査し、使用の確保に努めなけ 

ればならない。 

 

（使用手続） 

第２５条 航空機の使用に関する手続は別に定める。 
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第４章 安全管理等 
 

（安全管理） 

第２６条 運航総括者は、航空関係法令および国土交通大臣の定める航空機の運用限界等

指定書を踏まえ、防災業務の適正な執行体制および航空事故防止対策を確立し、安全管

理の適正を期さなければならない。 

２ 運航管理責任者は、防災業務の遂行に当たり、航空隊員の任務および分担業務の適正

な執行を確保し、航空事故防止対策を講ずる等安全管理に万全を期するとともに、航空

機等を格納する施設の適正な保守管理を行わなければならない。 

 

（運航指揮者の責務） 

第２７条 運航指揮者は、航空隊員の任務および分担業務が適正に執行され、防災業務を

効果的かつ安全に遂行することができるよう努めなければならない。 

 

 

第５章 教育訓練 

 
（隊員等の教育訓練） 

第２８条 運航管理責任者は、航空隊員の教育訓練を実施するために必要な訓練体制なら

びに施設、設備および教材の適正管理を図り、航空隊員の養成および資質の向上に努め

なければならない。 

２ 運航管理責任者は、防災業務を効果的に行うため、市町およびその他関係機関と連携

の上、必要な訓練を実施しなければならない。 

 

（搭乗職員養成訓練） 

第２９条 運航監督者は、運航管理責任者に、次期航空隊員等に対して必要な教育訓練（以

下「搭乗職員養成訓練」という。）を実施させるものとする。 

２ 運航管理責任者は、搭乗職員養成訓練を行う場合には、その訓練実施計画を作成し、

運航監督者に対して報告するものとする。 

３ 運航監督者は、運航管理責任者が作成した訓練実施計画について、福井県消防長会と

必要な事項について協議するものとする。 

 

（自隊訓練） 

第３０条 運航管理責任者は、運航計画に基づき自隊訓練を実施しなければならない。 

 

（操縦士の養成訓練） 

第３１条 運航管理責任者は、将来にわたり操縦士を安定的に確保できるよう、運航委託

業者と協議し、必要な養成訓練を行うものとする。 

 

（操縦士の操縦技能の確認） 

第３２条 運航管理責任者は、操縦士の効率的な養成および安全かつ確実な航空消防活動
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に資するため、毎年、委託業者とともに、操縦士の操縦技能の確認を行うものとする。 

 

（教育訓練計画等） 

第３３条 運航管理責任者は、委託業者と協議の上、次に掲げる事項について定めた計画

および要領を作成するものとする。 

 一 第３１条に規定する操縦士の養成訓練および前条に規定する操縦士の操縦技能の

確認（以下「教育訓練等」という。）を実施するための教育訓練等基本計画および乗務

要件・訓練審査プログラム 

 二 航空機の安全かつ効率的な運航のためにすべての利用可能な人員、資器材および情

報を効果的に活用する措置（CRM）に係る実施要領 

 三 運航中の航空機における活動従事者による周囲の監視および機長の注意を喚起す

るための措置（ボイス・プロシージャー）に係る実施要領 

２ 運航管理責任者は、本条第１号に規定する教育訓練等基本計画に基づき、次年度開始

までに教育訓練等実施計画を作成するものとする。 

 

 

第６章 航空消防活動 

（調査） 

第３４条 運航管理責任者および活動従事者は、航空消防活動の安全かつ円滑な実施を図

るため、航空機を運航することが見込まれる区域における必要な事項の調査を行うもの

とする。 

 

（操縦士および運航指揮者の運航中の安全対策） 

第３５条 操縦士および運航指揮者は、航空機の運航中は運航体制、周辺の気象の状況及

び地理的条件、航空機の機体の特性、操縦士の操縦技能等を踏まえ、安全管理に十分配慮

し、必要に応じて航空消防活動を中止する判断を行うものとする。 

２ 操縦士または運航指揮者は、航空消防活動を中止する判断を行った場合は、速やかに

その旨を運航管理責任者に報告するものとする。 

（運航管理責任者の運航中の安全対策） 

第３６条 運航管理責任者は、航空機の運航中に、衛星通信を活用した航空機の動態を管

理するシステム等による飛行状況の監視および航空消防活動の現場の状況、気象の状況

その他の航空消防活動に関する情報の収集を行い、必要に応じて操縦士および運航指揮

者に当該情報を提供するとともに、航空消防活動を安全に実施することが困難であると

認める場合には、操縦士および運航指揮者に対し、航空消防活動を中止するように指示

するものとする。 

 

（他の行政機関（以下「関係機関）という）との連絡体制」 
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第３７条 県は、航空消防活動の実施に関し、航空機を用いた捜索及び救助を行う関係機

関と相互に緊密に連絡する体制を整備するよう努めるものとする。 

 

 

第７章 航空機事故防止対策等 

（航空機事故発生時の捜索救助体制の確立及び報告） 

第３８条 県は、航空機に係る事故（法第７６条第１項各号に掲げる事故に限る。以下同

じ。）が発生した場合または発生した疑いがある場合には、運航管理責任者が別途定め

る要領に基づき、速やかに当該航空機の捜索および救助の体制を確立するものとする。 

２ 前項の場合においては、県は速やかにその旨を消防庁長官に報告するものとする。 

 

 

第８章 相互応援協定等 

 

（相互応援協定等） 

第３９条 県は、近隣の他の地方公共団体との間で、相互応援協定を締結するよう努める

ものとする。 

２ 県は、相互応援協定を締結した他の地方公共団体との間で、それぞれの航空機に係る

法第１０条第１項に規定する耐空証明を受けるために必要な検査（以下「耐空検査」と

いう）の時期の調整等を行うことにより、当該県の区域における航空消防活動に必要な

航空機の運航が常時確保されるよう努めるものとする。 

 

（関係機関との連携） 

第４０条 県は、耐空検査等により、航空機が運航できない場合に備えて、関係機関との

間で、航空消防活動の必要がある災害が発生した場合における対応を相互に協力して行

うための協定等を締結するよう努めるものとする。 

 

 

 

第９章 雑則 

 

（記録および報告） 

第４１条 運航管理責任者は、航空関係法令に基づく記録のほか必要な記録簿を備え、防 

 災業務に関する記録を整理しておかなければならない。 

 

（その他） 

第４２条 この要綱の施行について必要な事項は別に定める。 
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附 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１３年４月９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年５月１７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年５月１７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年９月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年５月２２日から施行する。 
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福井県防災ヘリコプター使用要領                  

 

第１章 総則 

 （趣旨） 

第１ この要領は、福井県防災ヘリコプター運航管理要綱（以下「要綱」という。）第２５条 

 の規定に基づき、防災ヘリコプターの使用手続きに関して、必要な事項を定めるものとする。 

 （他の規定との関係） 

第２ 防災ヘリコプターの使用手続きに関しては、要綱および福井県防災ヘリコプター応援規程（以

下「規程」という。）に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

 

第２章 緊急運航 

 （緊急運航の要請） 

第３ 要綱第２０条第１項の緊急運航の要請は、規程に基づき、災害等が発生した市町および消防の

一部事務組合（以下「市町等」という。）の長が運航管理責任者に行う。 

２ 前項の要請は、運航管理責任者に対して速報後、防災ヘリコプター緊急運航要請書（様式 

 第１号）により行うものとする。 

 （緊急運航の決定） 

第４ 要綱第２１条第１項の緊急運航の決定は、運航管理責任者が防災ヘリコプター緊急運航 

 決定書（様式第２号）により行うものとする。 

 （緊急運航の報告） 

第５ 運航指揮者は、緊急運航を終了した場合には、緊急運航速報（様式第３号）により、速 

 やかに活動の内容を運航管理責任者に報告するものとする。 

２ 緊急運航を要請した市町等の長は、災害等が収束した場合、災害状況報告書（様式任意） 

 により、その旨を運航管理責任者に報告するものとする。 

３ 運航管理責任者は、緊急運航を行ったときは、緊急運航報告書（様式第４号）を作成し、 

 速やかに運航監督者に報告しなければならない。 

 （緊急運航の受け入れ体制） 

第６ 緊急運航を要請した市町等の長は、防災航空隊と密接な連絡を図るとともに、必要に 

 応じ、次の受入れ体制を整えるものとする。 

（１） 離着陸場所の確保および安全対策 

（２） 傷病者等の搬送先の離着陸場所および病院等への搬送手配 

（３） 空中消火用資機材、空中消火基地の確保 

（４） その他必要な事項 
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第３章 災害予防活動 

 （災害予防活動の使用申請） 

第７ 要綱第１７条第１項第６号に定める災害予防活動を予定する者は、運航管理者に２月末 

 日までに翌年度の使用予定について防災ヘリコプター災害予防活動使用年間予定表（様式第 

 ５号）を提出し、かつ、使用月の前々月の末日までに、防災ヘリコプター災害予防活動使用 

 申請書（様式第６号）を提出しなければならない。 

 （災害予防活動の使用承認） 

第８ 運航管理責任者は、第７の申請があったときは、その使用目的、使用内容等を審査の上、 

 適当と認めるときは、その使用を承認するものとする。 

２ 運航管理責任者は、前項により承認した場合は、防災ヘリコプター災害予防活動使用承認 

 書（様式第７号）を申請者に交付するものとする。 

 

第４章 防災訓練等参加 

 （防災訓練等への参加基準） 

第９ 防災ヘリコプターの防災訓練への参加は、市町等が主催する防災訓練および消防訓練 

 （以下「防災訓練等」という。）とする。 

２ 防災ヘリコプターによる訓練は、救急活動訓練のみまたは救助活動訓練、災害応急対策活 

 動訓練もしくは火災防御訓練のうち２種目以内とする。 

 （防災訓練等への参加依頼） 

第10 防災訓練等に防災ヘリコプターの参加を希望する市町等の長は、訓練月の前々月の 

 末日までに、防災ヘリコプター防災訓練等参加依頼書（様式第８号）に防災訓練等の計画書 

 を添えて運航管理責任者に提出しなければならない。 

 （防災訓練等への参加決定） 

第11 運航管理責任者は、第 10の依頼があったときは、訓練場所の飛行条件の調査を行った 

 うえ、適当と認めるときは、その参加を決定するものとする。 

２ 運航管理責任者は、前項により決定した場合は、防災ヘリコプター防災訓練等参加決定通 

 知書（様式第９号）を市町等の長に交付するものとする。 

３ 運航管理責任者は、前項の参加決定通知に必要な条件を付けることができるものとする。 

 （防災訓練等への参加の中止） 

第12 運航管理責任者は、当日の気象条件が防災ヘリコプターの運航に適さない場合には、 

 防災ヘリコプターを使用する訓練の一部または全部を中止するものとする。 
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 （防災訓練等への参加時の市町等の措置） 

第 13 市町等の長は、第 11の参加決定があった場合、次の措置を行わなければならない。 

(1) 防災ヘリコプターの離着陸場を確保し、航空法施行規則第１７２条の２に規定する飛行、 

  場外離着陸許可申請に係る場外離着陸場の位置図、周辺詳細図、土地使用承諾書を作成の 

  うえ、訓練日の１か月前までに運航管理責任者に提出する。 

(2) 離着陸地帯には所定の標識を設け、散水等必要な措置を講ずる。 

(3) 防災ヘリコプターの離着陸に際しては、人員を配置して離着陸地帯およびその周辺への立入を

禁止する。 

(4) 防災ヘリコプターの離着陸に伴う騒音、砂塵等について、事前に離着陸場周辺住民に理解を得

る。なお、万一これらの苦情等が発生した場合には、市町等の責任で処理する。 

(5) 場外離着陸場の確認のため、航空隊が行う事前調査、訓練に際し、（２）～（４）の措置を講

ずる。 

(6) 訓練に必要な資機材の借用、陸上輸送等が必要な場合には、所要の協力を行う。 

 

 

附 則 

この要領は、平成９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成２３年５月１７日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要領は、令和５年５月２２日から施行する。 
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様式第１号（第３関係） 

防災ヘリコプター緊急運航要請書 

 
要請団体機関名                     

代表者 氏 名                     

電     話                                             

F  A  X                                             

 発  信  者 （所属）         （階級・氏名） 

                 
災 害 種 別        １：救急 ２：救助 ３：災害応急 ４：火災防御 ５：広域応援 

要 請 内 容        １：救急 ２：救助 ３：物資等輸送 ４：火災消火 ５：広報 ６：調査 ７：ホイスト投入 

発生場所・目標     （市町）             目標 

N             E              緯度経度 

発 生 日 時        令和  年  月  日（  曜日）午前・午後  時  分 

災害(事故)概要 
 

 

気 象        
天候    風向    風速    ｍ/ｓ  気温   ℃ 

視程    ｍ 雲高    ｍ       警報・注意報 

出場先臨時着陸場 
場所   （市町）                           

目標               要請側病院名 

搬送先臨時着陸場 
場所   （市町）    

目標               搬送先病院名 

傷 病 者 等        
傷病者氏名          生年月日  年  月  日（  歳） 

傷病名           程度（重・中・軽） 男・女 

地 上 指 揮 者        

コールサイン        

指揮者名             コールサイン 

無線種別（統制波  ・主運用波    ） 

他の航空機の        

活 動 要 請        
（有・無）機関名             機数    機 

要 請 日 時        令和  年  月  日（  曜日）午前・午後  時  分 

  以下の項目については、運航管理責任者が記入後至急通知します。 

 

様式第２号（第４関係） 

防災ヘリコプター緊急運航決定書 
                         決定者   福井県防災航空事務所長  

受 信 日 時        令和  年  月  日（  曜日）午前・午後  時  分 

受 信 者        隊長・副隊長・隊員     

出 動 の 有 無        有 ・ 無 

航空隊指揮者        

コールサイン        

指揮者名             コールサイン 

無線種別（統制波  ・主運用波    ） 

到着予定時間        令和  年  月  日（  曜日）午前・午後  時  分 

活動予定時間           時間   分 

その他特記事項         
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様式第３号（第５関係） 

緊 急 運 航 速 報 

要請活動種別 １：救急 ２：救助 ３：災害応急 ４：火災防御 ５：広域応援 

要 請 者        

発 生 場 所        

発生（要請）日時 令和  年  月  日（  曜日）午前・午後  時  分 

要 請 方 法        

事 故 概 要        

死 傷 者 等       

死者・行方不明者（性別・年齢） 

（死・行） 

（死・行） 

（死・行） 

（死・行） 

計 死者  名・行方不明者 名 

負傷者等   名 

 うち重症  名 

   軽傷  名 

 

要救護者数                  名 救助人員   名 

活動の状況        

その他参考事項  

報告者氏名        

活動従事者        
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様式第４号（第５関係） 

防空 第      号 

令和  年  月  日 

 

運航監督者 消防保安課長 様 

 

運航管理責任者 防災航空事務所長 

 

緊 急 運 航 報 告 書              

 

要 請 機 関 名           連絡先職氏名      ℡ 

要 請 者           受 信 者        

災 害 種 別          １：救急 ２：救助 ３：災害応急 ４：火災防御 ５：広域応援 

発 生 日 時          令和  年  月  日（  曜日）午前・午後  時  分 

発 生 場 所 ・ 目 標           

要 請 日 時            日  時  分 

要 請 方 法           

現 地 の 気 象          
天候    風向    風速    ｍ/ｓ  気温   ℃ 

視程    ｍ 雲高    ｍ       警報・注意報 

着陸場所・到着時間       ・  時  分 燃料補給量     ㍑ 

運 航 指 揮 者           操 縦 士       

出 動 隊 員          
 整 備 士       

 

出 動 時 間             時  分 出  動～現地到着    時間   分 

現地到着時間             時  分 現地到着～業務開始    時間   分 

業務開始時間             時  分 業務開始～業務終了    時間   分 

業務終了時間             時  分 業務終了～現地出発    時間   分 

現地出発時間             時  分 現地出発～収容先着    時間   分 

収容先到着時間      時  分 収容先着～収容先発    時間   分 

収容先出発時間      時  分 収容先発～帰  隊    時間   分 

帰 隊 時 間             時  分 出  動～帰  隊    時間   分 

消 火            回   ㍑ 資 機 材 搬 送            回    kg 

救 助            回   人 情 報 収 集            回 

救 急            回   人 調 査            回 

人 員 搬 送            回   人 そ の 他            回 

緊急運航速報（様式第３号）および災害状況報告書を添付 
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様式第５号（第７関係） 

 

○○第       号 

令和  年  月  日 

 

運航管理責任者 防災航空事務所長 様 

 

 申請者               ◯印  

（担当者        ℡       ） 

 

 

防災ヘリコプター災害予防活動使用年間予定表 

 

 福井県防災ヘリコプター使用要領第７の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

年月日 使用目的 飛行経路 飛行時間 搭乗者数 
その他参考となる

事項 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（備考） 
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様式第６号（第７関係） 

 

○○第       号 

令和  年  月  日 

 

運航管理責任者 防災航空事務所長 様 

 

 申請者               ◯印  

（担当者        ℡       ） 

 

 

防災ヘリコプター災害予防活動使用申請書 

 

 福井県防災ヘリコプター使用要領第７の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

１ 使用日時     年  月  日（ ）   時  分～   時  分 

 

 

２ 使用目的 

 

 

３ 飛行経路 

 

 

４ 飛行時間 

 

 

５ 搭乗者職氏名 

 

 

６ 予防活動に使用する資機材 

 

 

７ その他 
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様式第７号（第８関係） 

 

防空第       号 

令和  年  月  日 

 

（申請者）            様 

 

 

運航管理責任者 防災航空事務所長 

 

 

防災ヘリコプター災害予防活動使用承認書 

 

   年  月  日付  第  号で申請のあった防災ヘリコプターの災害予防活動

使用については、下記により承認する。 

 

 

 

記 

 

１ 使用日時     年  月  日（ ）   時  分～   時  分 

 

 

２ 使用目的 

 

 

３ 飛行経路 

 

 

４ 飛行時間 

 

 

５ 搭乗者職氏名 

 

 

６ 予防活動に使用する資機材 

 

 

７ その他 
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様式第８号（第１０関係） 

 

○○第       号 

令和  年  月  日 

 

運航管理責任者 防災航空事務所長 様 

 

 申請者               ◯印  

（担当者        ℡       ） 

 

 

防災ヘリコプター防災訓練等参加依頼書 

 

 別添の防災訓練実施計画概要により防災訓練を実施しますので、次のとおり、防災ヘリ

コプターの参加を依頼します。 

 

主 催 者            

 

 

 

（担当者氏名            ℡      ） 

防災（消防）訓練の名称 
 

航空隊の出動希望日時            

    月   日（  ） 

    時   分から    時   分まで 

      （飛行予定時間       分） 

出動場所（施設名）            
 

希望する訓練内容 

種目 
１ 救急活動  ２ 救助活動  ３ 災害応急対策活動 

４ 火災防御活動 

内容 
１ 救急搬送  ２ 救助救出  ３ 緊急物資等輸送 

４ 火災消火  ５ 広 報   ６ 状況調査 

場外離着陸場予定地            
場所 

施設名 

林野火災消火訓練を行う場

合、給水場所の所在地、名称、

流速、水深等 

 

その他 
 

※ 場外離着陸場の状況がわかる地図、写真等を添付すること。 

様式第９号（第１１関係） 
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防空第       号 

令和  年  月  日 

 

（申請者）            様 

 

 

運航管理責任者 防災航空事務所長 

 

 

防災ヘリコプター防災訓練等参加通知書 

 

   年  月  日付  第  号で申請のあった防災ヘリコプターの防災訓練等参

加については、下記により通知する。 

 

 

 

記 

 

１ 参加の可否   （ 可 ・ 否 ）      

 

 

２ 出動日時     年  月  日（ ）   時  分～   時  分 

 

 

３ 出動場所 

 

 

４ 出動隊員 

 

 

５ 訓練内容 

 

 

６ その他 
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